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平成18年に打ち上げられた技術試験衛星Ⅷ型
（ETS−Ⅷ）には、高速データ通信用のパケット交換機
が搭載されている[1]−[4]。この衛星搭載パケット交換機
は、イーサネットのブリッジに相当する機能を有して
おり、データリンク層でのアドレスであるMACアド
レスのアドレステーブルを維持管理する。移動体衛星
通信システムにおいては、衛星上に交換機能を持たせ
ることで、柔軟なネットワークが構築でき、回線使用
効率の上昇が期待できる。衛星が打ち上げられた後、
搭載機器の基本性能評価試験を実施して、静止軌道上
においても、当初予定していたパケット交換機として
の機能及び性能を持つ動作が可能であることが実証さ
れている[5]。基本性能の確認後、ファイル転送試験や、
移動地球局の走行中における性能試験など、移動体衛
星通信システムとしての実証実験を実施した。本文で
は、通信ネットワークにおける汎用のファイル転送用
プロトコルであるFile Transfer Protocol （FTP） を
用いたデータファイル転送試験結果、パケット交換機
へ複数の信号を入力した場合の交換処理時間測定結果
について述べる。さらに、移動時における衛星回線の
信号電力測定を行い、その測定結果に基づいて、フェー
ジングシミュレータを用いることで移動環境を模擬し、
パケット交換機における移動環境下でのビット誤り率
特性を取得したので、その結果について述べる。

 パケット交換システム 

ETS−Ⅷに搭載されているパケット交換機（PKT）は、
変復調部（PKT-MODEM）と交換制御部（PKT-CONT）
より構成され、入出力として、Ka帯（30GHz/20GHz）
の周波数を用いる基地地球局と衛星の間をつなぐ
フィーダリンク用に2ポート、S帯（2.6GHz/2.5GHz）

の周波数を用いる移動地球局と衛星の間をつなぐモバ
イルリンク用に2ポートを持っており、パケット信号
の交換制御を衛星上にて行う。信頼性を高めるため、
交換制御部は完全冗長系とし、また変復調部において
は内部発振器及びコマンド処理系も冗長構成としてい
る。スイッチングを行うための制御情報はパケット内
に含まれているため、伝送するパケット信号はすべて
再生中継を行い、得られた制御情報をもとにして交換
制御する。表1にパケット交換機の主要諸元を示す。
パケット交換機を介した高速データ通信に用いる地
球局は、車載型の移動地球局や可搬型の小型地球局を
対 象 に し て お り、送 信 の 等 価 等 方 輻 射 電 力
（Equivalent Isotropically Radiated Power : EIRP）が
18dBW程度、受信の性能指数（Figure of merit : G/T）
が−22dBK程度である。回線総合の伝送速度は
1024kbps 、誤り訂正は、畳み込み符号化（拘束長7、
符号化率1/2）／ビタビ復号（3bit軟判定）を用いた
FEC（Forward Error Correction）に加えて、ARQ
（Auto Repeat reQuest）による自動再送処理を行う。
情報速度が512kbpsのとき、装置劣化として3dBを見
込むと、ビット誤り率が1×10−5となる信号対雑音電力
密度比（C/No）は、約65dBHzとなる[4]。
伝送するパケット信号のパケット長は8msecを標
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表1　パケット交換機主要諸元

変復調方式：π／４シフトQPSK, 同期検波
伝送速度：１０２４kbps
誤り訂正方式：FEC, ARQ
パケット長：８ms（３２msまで拡張可能）
アクセス方式：Slotted ALOHA方式, 
　　　　　　　パケット予約方式
スイッチング機能：ブリッジ
寸法：変復調部: 440×285×278 mm 
　　　交換制御部: 280×285×278 mm
重量：変復調部: 21 kg, 交換制御部: 11 kg
消費電力：変復調部: 86 W,  交換制御部: 34 W
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準とし、最大で32msecまで拡張が可能である。アク
セス方式は、回線効率の向上と連続データ伝送を可能
とするため、Slotted ALOHA 方式によるランダムアク
セスとパケット予約方式を併用した。パケット予約方
式におけるスロットの予約にはSlotted ALOHA方式
によるバースト信号を送出して予約を行う。交換制御
は、イーサネットのブリッジに相当する交換機能に、
予約制御のための機能を追加している。
図1にパケット交換機を用いた衛星通信システムの

概念図を示す。モバイルリンクにおいては、マルチ
ビームでの1ビームがネットワークでの1セグメント
に相当することになる。パケット交換機では、データ
リンク層でのアドレスであるMACアドレスのアドレ
ステーブルを維持管理する。イーサネットにおいては、
同じセグメント内での信号伝送時、ブリッジに入力さ
れた信号は破棄される。一方、本システムでは、パケッ
ト交換機へ入力されるパケット信号の宛先の地球局が
同じビーム内にある場合、その受信パケット信号は破
棄せずに交換機で処理を行って、同一ビームへと出力
する。衛星上では各ビーム内に位置している地球局を
把握しており、マルチビームを持つ無線通信システム
における位置登録機能と同等の機能を有していること
になる。交換制御のためのソフトウェアは種々のプロ
トコルによる実験を可能にするため、地上局からアッ
プロードする方式をとっている。パケット交換機には、
このほか実験用としてFECのon/off切り換え機能や
擬似雑音（PN）データで構成されたバーストパケット
信号を続けて送信する機能、無変調波（CW）信号送
出機能、変調器の出力信号on/off切り換え機能等も備
わっている。

 データファイル転送実験 

ディジタル信号を使用した衛星通信システムの基本
試験として、ネットワークにおける汎用のファイル転

送用プロトコルであるFTPを用いたデータファイル
転送試験を実施した。FTPはネットワークでの第5層
におけるプロトコルであるが、その1つ下の第4層の
プロトコルであるTCPによるデータ転送に関しては、
最大のデータ転送速度Rが、往復の遅延時間（Round 
Trip Time : RTT）とウィンドウサイズ（Window Size: 
WS）により

R = WS/RTT
と表わされる。
図2に、ウィンドウサイズに対する転送速度の測定

結果を示す。なお、試験においては誤り訂正処理を
行っていないが、回線の信号電力対雑音電力密度比
（C/No）の値は十分に大きく、ファイル転送時にデー
タの誤りは起きていない。また、RTTの実測値は、平
均で735msecであり、図2には、RTTが735msecの
ときのTCPの最大転送速度を実線にて示してある。
WSが、64Kbyteにおいては、データ伝送速度がやや
劣化しているが、これは、送信したファイルサイズが
約3.5Mbyteであり、送信時間としては約50秒と短時
間であったために、TCPによるスロースタートの影響
が出ているものと考えられる。図に示すように、測定
値は、最大転送速度とほぼ等しい値であり、このこと
から、パケット交換機のブリッジ機能は、ネットワー
ク上において所期の動作をしていることが実証された。

 交換処理遅延時間特性 

基本性能評価試験の結果、パケット信号の処理遅延
時間は、平均で約85msecであったが、この試験にお
いては、1個のみのパケット信号を送出して、処理遅
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延時間を測定している[5]。しかしながら、実際には、
複数の移動地球局から複数のパケット信号が送出され、
交換処理をすることから、交換機へ入力される信号の
トラフィック量に応じた処理遅延時間の測定を実施し、
性能評価を行った。図1の通信システム概念図に示し
たように、パケット交換機は、4つの入出力ポートを
有しており、この間にて交換処理を行う。測定では、
これら4つの入出力ポートの1ポートに輻輳用のパ
ケット信号を入力し、他の1つのポートへ処理時間測
定用のパケット信号を入力する。輻輳用のパケット信
号と処理時間測定用のパケット信号を同一のポートか
ら出力させ、入力する輻輳用パケット信号の単位時間
当たりのパケット数を変化させた場合における、処理
遅延時間測定用パケット信号の交換処理に要した時間
を測定する。処理時間の測定においては、パケット交
換機を経由した信号の伝送時間と、パケット交換機を
経由しないベントパイプモードによる信号の伝送時間
の差分をスペクトラムアナライザにより計測し、パ
ケット交換機での交換処理遅延時間を求める。パケッ
ト交換機には、各入出力ポートに対応した4組の変復
調器があるので、復調器のNo.3 （DEMOD3） から変
調器のNo.4 （MOD4） へ輻輳用のパケット信号を送
り、同時に、復調器のNo.2 （DEMOD2） の受信信号
を変調器No.4 （MOD4） へと送って、輻輳信号が存
在する場合の処理遅延時間について測定を行った。な
お、試験においては、誤り訂正符号（FEC）処理を
行っていない。
図3に測定結果を示す。パケット信号のアクセス方
式にはSlotted ALOHA方式を用いており、そのスロッ
ト長は8msecである。衛星からは、128msec毎に制御
用の報知パケット信号が送出されるため、衛星から地
球局への回線であるダウンリンクに収容できる1秒間
当たりの最大パケット数は、（128/8−1）/0.128=117.2 と

算出され、117個となる。パケット交換機は、受信し
た信号を順次交換処理して送信側へ送り出すという単
純な方法を用いており、パケット交換機にて処理する
信号のトラフィック量が少なければ、トラフィックの
増加に比例して、交換処理時間が増加するが、トラ
フィック量がダウンリンクの回線容量を超えると、処
理時間は急激に増加する。
パケット交換機は、First-In-First-Outという単純な
処理方法を用いているが、データの内容によっては緊
急性、リアルタイム性等を求められることも想定され
るため、ネットワークのサービス品質をコントロール
するQoS制御は、今後の衛星搭載交換機には必須とな
る機能であると考えられる。

 移動環境下における伝送特性 

5.1　ダウンリンクにおける信号伝送特性
移動体衛星通信においては、衛星が見通せる場合、
移動中における衛星からの電波の伝送信号電力値はラ
イス分布に従うことが知られている[6]。走行試験によ
る伝送信号電力測定は、茨城県鹿嶋市内、水戸駅付近、
千葉県幕張地区、千葉駅付近等にて実施した。移動地
球局のアンテナには、方位角方向が無指向性、仰角方
向はほぼ衛星方向に指向したビーム半値幅が約30度
のヘリカルアンテナを用いた。図4に測定例を示す。
なお、受信電力データの取得は、移動の6mm毎に行っ
ている。
図4の上側のカーブは、千葉駅付近の衛星を見通せ
るような道路を走行した場合の受信電力の変動の様子
であり、道路の両側には数階建てのオフィスビルが連
続しているような環境である。また、下側のカーブは、
高速道路上にて、防音壁のすぐ脇を走行時に取得した
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データであり、やはり、衛星は見通せる状態となって
いる。衛星は、進行方向から左側の斜め前方に位置し
ており（およそ10時の方向）、衛星の仰角は約48度、
防音壁は右側（およそ3時の方向）にある。防音壁に
よる反射波も受信しているものと思われ、レベルの変
動幅が大きくなっている様子がわかる。
各々のレベル変動の統計的性質は、図5に示すよう

に、ライス分布における直接波の電力と間接波（反射
波や散乱波）の電力の比を表すパラメータであるCM
比が21.5dB及び10.5dBの分布とほぼ等しくなった。
実線がそれぞれの理論カーブ、×印及び○印がそれぞ
れの測定値の累積分布を示しており、点線はRayleigh
分布の理論直線である。なお、受信信号における信号
電力対雑音電力密度比（C/No）の値は約60dBHz、 測
定に使用したスペクトラムアナライザの分解能帯域幅
（RBW）は1kHzに設定しているので、測定における
SN比としては約30dBが確保されている。
水戸市街や幕張地区にても走行時のデータを取得し
たが、これらの特性についても、CM比で20dB前後
のライス分布に等しかった。鹿嶋市内のような郊外地
では、レベル変動が小さく、取得したデータより求め
たCM比は約25dBとさらに高くなったが、測定時に
おけるSN比は30dBであり、CM比に比べて十分高く
は無いため、取得したデータは、受信系における白色
雑音による影響が大きくなっており、CM比を直接的
に求めることはできないが、CM比として約25dB以上
の移動環境にあるとは言える。

5.2　アップリンクにおける信号伝送特性
5.1では、ダウンリンクにおける測定例を示したが、
実験においては、衛星に搭載されている再生中継装置
の受信性能を測定するので、移動地球局から衛星へ向
かう回線であるアップリンクにおける特性を把握する

必要がある。ETS−Ⅷの大型展開アンテナの受信系に
ついては、不具合により使用できない状態にあり、衛
星での通信信号受信にはバックアップ用の直径1mの
パラボラアンテナを使用していて[6]、当初予定してい
た受信利得より約20dB下回っている。このため、実現
できるアップリンクの回線品質は低く、移動地球局に
出力40Wの高出力増幅器を使用しても、確保できる
C/No値は47dBHz程度である。測定は、移動地球局で
の信号受信と共に移動地球局から信号を送信し、衛星
をベントパイプモードに設定して信号を中継し、基地
局側にて電力測定を実施した。5.1と同様に測定に使
用したスペクトラムアナライザの分解能帯域幅
（RBW）は1kHzに設定しているので、測定した信号
におけるSN比は約17dBである。SN比が高い場合と
同様の統計処理は難しいが、「可逆定理」により、アッ
プリンクにおけるフェージングもライス分布に従うと
推定されることから、C/No値がほぼ47dBHzとなる回
線を設定し、フェージングシミュレータを通した送信
信号をアップリンクへと送出してデータを取得し、
フェージングシミュレータによるデータと移動中に取
得したデータとを比較することで、アップリンクにお
けるCM比を推定した。結果を図6に示す。
図の×印及び○印がそれぞれの測定値の累積分布
を示しており、フェージングシミュレータでCM比を
変化させたデータを取得して比較した結果、測定値に
近い分布を示したのは、CM比で、それぞれ14dB及
び6dBであった。図6にはCM比が14dB及び6dBの
データを実線で示してある。したがって、アップリン
クにおける分布もライス分布に従うと推定されるが、
アップリンクでのCM比は、5.1にて述べたダウンリン
クにおけるCM比の21.5dB及び10.5dBに比べて、低
い値となっている。要因としては、移動地球局アンテ
ナの送信パターンと受信パターンの違いが考えられる
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が、両者の相違点としては、送信アンテナパターンに
おいて、仰角方向の最大指向方向が約40度、ビーム半
値幅が約25度であるの対し、受信アンテナパターンに
おいては、仰角方向の最大指向方向は約50度、ビーム
半値幅が約30度となっている。今回の測定では、送受
信でダイナミックレンジに10dB程度の差が生じてい
ることから、衛星通信システムの設計時には、送受信
のアンテナパターンの違いに留意する必要があると考
えられる。

5.3　ビット誤り率特性
衛星上での復調器の基本性能であるビット誤り率を
測定した。測定に当たっては、図7に示すような構成
として、移動中に生じるアップリンクにおけるフェー
ジングについてはシミュレータによる模擬をし、地球
局には直径3.6mのパラボラアンテナを持つ大型のも
のを用いた。これは、前述のように衛星の大型展開ア
ンテナの受信系は使用できないため、移動地球局を走
行させて直接データを取得するには回線品質が低すぎ
るという事情による。
5.1で述べたように、アップリンクで生じている
フェージングは、ライス分布に従ったフェージングで
あると推定されるので、フェージングシミュレータに
より、いくつかのCM比の値にて、ビット誤り率特性
を取得した。なお、衛星上のパケット交換機自体には
ビット誤り率を測定可能な装置は搭載されていないが、
衛星上にて復調された信号をそのまま変調して送信す
る機能は有しており、ダウンリンクにおける回線品質
は十分に高いので、地上局で観測されるビット誤りは、

パケット交換機復調器でのビット誤りと等しくなる。
結果を図8に示す。図8には、CM比が20dB及び10dB
の、誤り訂正を用いた場合と用いない場合の特性と、
フェージングが無い静止状態での特性が示されている。
ETS−Ⅷの衛星搭載交換機は、パケット信号を復調す

るため、高速の引き込み特性とキャプチャレンジの確
保に重点をおいた開発を行っており[7]、変復調部には、
特段のフェージング対策を施していない。図8に示す
ように、CM比が10dB、誤り訂正有り、ビット誤り率
が1×10−5の場合で、静止状態からの劣化量は約3dBで
あったが、特に移動体衛星通信システムにおけるアッ
プリングでは、回線マージンが小さいことが多いため、
劣化量としての影響は小さくないと考えられ、今後の
衛星搭載交換機の開発においては、フェージング対策
を施す必要性があると思われる。

 むすび 

衛星搭載パケット交換機を用いた移動体用の高速
データ通信システムにおける性能評価試験を実施し、
汎用のデータファイル転送用プロトコルであるFTP
を用いた試験では、ほぼ理論値に近い性能を有してい
ることが実証された。また、システムにおける信号の
処理遅延時間は、ダウンリンクの最大回線容量になる
までは、処理する信号のトラフィック量に比例して大
きくなり、ダウンリンクの回線容量を超えると、信号
は交換機のメモリへと蓄積され、処理遅延時間が急激
に増加することが確認できた。今後の衛星搭載用交換
機では、今回のような単純な処理ではなく、信号の処
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理༏ઌ౓をྀߟした2P4੍ 御の機能をྀߟすΔඞཁ
͕あΔとࢥΘΕΔ。͞Βに、パケット交換機は、Ҡಈ
ମ衛星௨৴用に開発した͜と͔Β、࠶ੜதܧ性能にͭ
いて、ϑΣʔδϯάڥ؀ԼͰの෮ௐثのϏットޡり཰
特性をऔಘした。試験Ͱは、まͣ、ҠಈதのΞッϓϦ
ϯΫに͓͚Δి力ଌఆを࣮ࢪし、औಘしたσʔλの統
計処理の݁Ռ、ϑΣʔδϯά特性͕ϥΠε෼෍にै͏
͜とをࣔし、࣍に、ϥΠε෼෍にै͏ϑΣʔδϯά؀
をγϛϡϨʔλにΑり໛ٖして、ΞッϓϦϯΫに͓ڥ
͚ΔϏットޡり཰特性をऔಘした。ͦの݁Ռ、$.ൺ
͕��E#Ͱ、 ޡりగਖ਼をߦい、Ϗットޡり཰͕ �̫ ��Ȃ�

の৔߹に͓いて、੩ࢭঢ়ଶ͔Βの&C�/P஋のྼԽྔは
໿�E#Ͱあͬた。&54Ȃð Ͱのパケット交換機は、
ϑΣʔδϯάରࡦの機能を༗していͳい͕、特にΞッ
ϓϦϯΫの回ઢϚʔδϯ͕গͳいとい͏特௃をͭ࣋Ҡ
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